
構成比はほとんど手打ち
（表の構成比とあわせた）

　※その他　・・・　積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費

◆歳出（性質別）のポイント

【主な増減理由】

【減】焼却炉経費、収集業務経費の減

公債費 【増】元利償還金の増

普通建設事業費

【増】粗大ごみ処理施設整備事業費、防災行政用無線整備事業費、（仮称）小和田地区
市営住宅整備事業費の増
【減】市民文化会館再整備事業費、茅ヶ崎公園体験学習センター整備事業費、市民文化
会館再整備事業費の減

人件費 【減】一般職退職手当の減

扶助費 【増】障害児支援給付費、民間保育所等運営事業費、介護給付費の増

　人件費は、前年度と比べ約１億１０００万円（０．７％）の減となっています。
　物件費は、前年度と比べ約２７００万円（０．２％）の減となっています。これは、選挙経費、情報化管理
経費などが増額となったものの、市民文化会館再整備事業費が皆減となったことなどによるものです。
　扶助費は、前年度と比べ約５億７０００万円（３．１％）の増となっています。これは、障害児支援給付
費、民間保育所等運営事業費などが増額となったことによるものです。
　物件費は、前年度と比べ約２７００万円（０．２％）の増となっています。これは、選挙経費、情報化管理
経費、庁舎維持管理経費などが増額となったことによるものです。
　補助費等は、前年度と比べ約５億１０００万円（６．４％）の増となっています。これは、幼稚園就園奨励
費等補助金、施設型給付費などが増額となったことによるものです。

物件費 【減】選挙経費、情報化管理経費、庁舎維持管理経費の減

繰出金
【増】介護保険事業特別会計繰出金、神奈川県後期高齢者医療広域連合関係経費の増
【減】国民健康保険事業保険基盤安定繰出金、後期高齢者医療事業特別会計繰出金の
減

補助費等 【増】幼稚園就園奨励費等補助金、施設型給付費、地域型保育給付費の増

積立金 【増】ふるさと基金積立金の増

維持補修費

人件費 
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繰出金 

9.2% 

その他 

3.0% 

令和元年度一般会計歳出（性質別） 

一般会計歳出 
（性質別）

71,340,000千円 



歳出(性質別）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額

14,850,732 20.8% 14,960,798 20.0% △ 110,066 △ 0.7 %

11,400,031 16.0% 11,427,116 15.3% △ 27,085 △ 0.2 %

304,910 0.4% 313,694 0.4% △ 8,784 △ 2.8 %

18,922,024 26.5% 18,351,510 24.6% 570,514 3.1 %

8,377,648 11.8% 7,872,178 10.5% 505,470 6.4 %

4,586,950 6.4% 4,474,922 6.0% 112,028 2.5 %

4,230,124 5.9% 8,933,475 12.0% △ 4,703,351 △ 52.6 %

う ち 補 助 1,904,755 2.7% 985,877 1.3% 918,878 93.2 %

う ち 単 独 2,325,369 3.2% 7,947,598 10.7% △ 5,622,229 △ 70.7 %

3,000 0.0% 3,000 0.0% 0 0.0 %

27,473 0.0% 27,092 0.0% 381 1.4 %

254,341 0.4% 241,983 0.3% 12,358 5.1 %

1,808,947 2.5% 1,808,947 2.4% 0 0.0 %

6,523,820 9.2% 6,265,285 8.4% 258,535 4.1 %

50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 0.0 %

71,340,000 100.0% 74,730,000 100.0% △ 3,390,000 △ 4.5 %

(単位：千円）

区　　　　　　　分
令和元年度 平成３０年度 比較

伸 び 率
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歳　　 出　　 合 　　計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金
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